別紙　１

北海道平和運動フォーラム第６回幹事会　協議事項（2012.3.15）
１．「さようなら原発1000万人アクション北海道」のとりくみについて
＜経過と情勢＞

政府の「収束宣言」について
(1)　昨年12月16日、野田首相は、「発電所事故そのものは収束に至った」と発表しました。事故原子炉の燃料が100℃未満となっていることが根拠と思われますが、①原子炉内で溶融した燃料の状況が把握できないこと、②恒常的な冷却が必要なこと、③冷却後の汚染水の処理にめどが立たないこと、④建屋内の使用済み核燃料プールに核燃料が存在すること、⑤建屋の耐震補強が十分とは言えず最大余震に対応できるか不明確であること、⑥現在1号炉しか損壊した建屋の被覆ができず放射性物質の外部への拡散が続いていることなど、多くの問題点が指摘されています。
福島県知事は「福島県の皆さんからすると、感覚が相当違う」と不快感を表明しました。破壊された原子炉内部の状況も把握できない中での、拙速な「収束宣言」は到底認められるものではありません。

福島第一原発事故の原因究明について

(2)　福島第一原発事故原因の究明について、民間・東電・国会・政府の4機関による事故調査会が設置されています。政府の事故調査・検証委員会は昨年12月26日、「国と東京電力は津波による過酷事故を想定せず、複合災害という視点もなく対策を講じてこなかった」として、原子力安全に対する極めてずさんなあり方を指摘するとともに、冷却操作の経験や訓練も受けていないなどの不手際や認識不足があったため炉心損傷を早めたとして、東電の対処が「極めて不適切」との「中間報告」を公表しました。

　　その一方で、事故の直接的原因を想定を超える津波とそのことによる全電源喪失にあって、地震の影響については「不確定な要因が多々ある」として明確にしていません。かねてから専門家の中には、事故直後において原発内部の原子炉および原子炉格納容器、付随する配管に何らかの損傷があったことは明らかだとしています。こうした「再稼働」ありきの事故報告は断じて容認できるものではありません。

原子炉等規制法改正案について
(3)　細野原発事故担当大臣は、1月6日、運転開始から40年を迎える原子力発電所の原則廃炉を盛り込んだ「原子炉等規制法改正案」の骨子を発表しました。「40年以上の運転は、極めてハードルが高くなった。期限が来たら基本的に廃炉にしていくという考えだ。」としています。しかし、17日には、内閣官房原子力安全規制組織等改革準備室が、「1回限り20年の延長を認める」と発表しました。全国には30年を超える原発が21基、事故を起こした福島第一原発1号炉と福井県美浜原発や敦賀原発１号炉は40年を超えています。

　　こうした「収束宣言」や「原子炉等規制法改正」、さらには「安全評価（ストレステスト）」と矢継ぎ早に出される政府の方針は、経済効率を優先し「再稼働」を容認するためのものといわざるを得ず、「原発に依存しない社会をめざす」とした政府の基本方針に沿ったものではありません。

「再稼働」をめぐる状況について

(4)　政府は福島原発事故を受け、「安全評価（いわゆるストレステスト）」を実施することとしました。この「安全評価」は、原発が想定を超えた津波や地震にどこまで耐えられるかをコンピューターで解析するものです。2段階に別れ、定期検査で運転を停止している原発を対象に原子炉ごとに実施するのが「1次評価」で、全原発を対象に発電所全体への影響を調べるのが「2次評価」です。

政府は、「1次評価」が妥当であれば「再稼働」は可能としています。しかし、そもそも「安全評価」の前提は東日本大震災前のものであり、想定そのものが新しい知見によって揺らいでいます。また、事故の原因が津波なのか、地震の揺れなのかその原因が究明されていません。さらに、原子力安全・保安院は、これとは別に、東日本大地震を受け、連動型の地震による揺れや津波の大きさなどの「耐震安全性評価」の「再評価」を各電力会社に求めています。

(5)　保安院は2月8日、全国に先駆けて提出された関西電力「大飯原発3，4号機(福井県)」について、「1次評価」の妥当性を判断しました。審議に当っては、不規則発言を口実に一般傍聴者を締め出し、「妥当」とする拙速な審議案に抗議し2名の審議委員がボイコットしました。原発支持派からも慎重さを求める声があがりましたが、保安院は議論を打ち切りました。評価を下した委員の中には電力会社との癒着も指摘されています。
　　また、3月13日には、原子力安全委員会が保安院「妥当」とした「1次評価」結果を確認しました。斑目委員長は「1次評価だけでは安全性を評価するには不十分だ」との立場をとっており、今後まとめる「最終報告」には震災時により多くの危機回避策を確保するなど、「2次評価」の実施などを求めるものとみられています。
この「最終報告」を受け、野田首相と関係閣僚が「再稼働」の是非を判断し、地元自治体に「再稼働」を要請することになりますが、そもそも国民の信頼を失った保安院や原子力安全委が「再稼働」の道筋をつけることもおかしいし、命より経済効率を優先する政府の「再稼働」方針は断じて容認できるものではありません。
泊原発1,2号機の「再稼働」をめぐる状況について
(6)　運転を停止している泊原発1,2号機について、北電は、昨年12月7日に1号機、27日に2号機の「1次評価」を保安院に提出し、現在審査中です。その内容は、地震の揺れは想定の「550ガル」の1.86倍「1023ガル」まで、原子炉冷却に必要な施設が損傷することなく正常に稼働するとしています。また、津波は想定の9.8㍍を上回る15㍍でも建屋内への水の侵入は最小限に抑えられ、原子炉などの安全性が確保できるとしています。

(7)　保安院は、「１次評価」とは別の「耐震安全性評価」について、泊原発沖の日本海周辺における複数の海底活断層の連動のほかに、陸側の「黒松内低地断層帯」なども「影響が否定できない」として、評価する活断層の長さを北電の従来の想定を見直すよう北電に求めました。
これについて、北電は昨年末に「連動は南北に、長さ81㌔の範囲内」としていた「中間報告」をだしていましたが、専門家から「調査が不十分で、連動する活断層はより長くなるはず」との異論も出され、その後、「長さ90㌔」と訂正しました。さらに、3月8日には、泊原発沖の複数の活断層が「最大長さ164㌔」にわたって連動するとして、「耐震性」を再評価することを明らかにし、コンピューター解析の結果を4月中にも示すとしています。このように「再稼働」を急ぎ、強引に「耐震安全性評価」を通そうとする北電の姿勢は許されません。

(8)　大飯原発をかかえる福井県知事は、「福島原発事故の知見を反映した暫定的な安全基準を示すことが大前提」として「安全評価」だけでは不十分との立場を示しています。また、静岡県知事も「国が判断したからと言って、それに従うわけでもなく、県で独自に判断する」、新潟県知事も「福島原発事故の検証のない中では手続の議論はしない」として、国の方針に疑問を呈しています。

しかし、高橋知事は「耐震安全性評価なしには判断できない」とする一方で「泊原発についての考えを国に示していただいた上での判断」とし、「再稼働」をすすめたい国にその判断を委ねている状況にあります。

(9)　現在、全国54基の原発のうち、稼働しているのは柏崎刈羽原発6号機（3月26日運転停止）と泊原発3号機の2基のみです。北電は「定期検査入りを一日でも先延ばししたい」としており、ウラン燃料を使い果たす時期を精査し、5月5日前後まで運転を継続する意向が伝えられてきています。このまま「再稼働」がなければ泊原発3号機を最後に全国のすべての原発が運転停止となり、原発がなくても電力は足りることが証明されるはずです。
推進側による「電力の安定供給・夏場の電力確保」を口実に「再稼働」容認への道筋をつくられていく中、私たちは、「3.24北海道集会INいわない」や「全国1000万人署名」などのとりくみを通して、泊原発1,2号機の「再稼働」を許さないたたかいを総力をあげて展開していくこととします。
＜具体的なとりくみについて＞

１．「さようなら原発1000万人アクション北海道」の賛同団体の拡大にとりくみます。
　(1)　各単産の道本部は「賛同団体」となるとともに、「関連組織」や「各種団体」等に賛同を働きかけます。

　(2)　各地域（ブロック）は、地域内の「市民団体」等に「賛同団体」となるよう働きかけます。

　(3)　詳細は、「さようなら原発1000万人アクション北海道」のＨＰを参照するよう呼びかけます。　　http://www.peace-forum.net/blogeuc/goodbye-npp/
２．全道５０万筆の目標達成に向け「脱原発を実現し、自然エネルギー中心の社会を求める全国署名」のとりくみを強力に展開します（集約状況～別紙）。

(1)　各単産は、組合員１人５筆の獲得を目標にとりくみます。

　①　組織内の集約状況を総点検し、組合員１人５筆の獲得を完遂します。

　②　各組織の退職者や関連団体等に働きかけます。

　③　各地域（ブロック）フォーラムが計画する街頭署名活動等に積極的に参加します。

④　単産タテでとりくみ、集約した「署名数」を道平和フォーラムに報告します。

 (2)　各地域（ブロック）は、人口の２％以上の獲得を目標にとりくみます。
　①　３～５月の期間内に「週１回の一斉行動日」を設定し、「街頭宣伝」や「戸別訪問」などによる署名活動を展開します。
　②　各地域内の「市民団体」などの各種団体や各種集会等での協力を働きかけます。

　③　集約した署名用紙は、「枚数・筆数」を明記の上、道平和フォーラムへ提出します。

 (3）　集約期日は、「最終　５月３１日（木）」とします。
３．３月２４日(土)開催の「泊原発１，２号機の再稼働を許さない北海道集会INいわない」(岩内町)に積極的に参加します（通達第75号）。

(1) 集会名　　泊原発１，２号機の再稼働を許さない北海道集会INいわない
　(2) 日　時　　２０１２年３月２４日（土）１３：００～１５：００

　(3) 場　所　　岩内地方文化センター
　(4) 主　催　　「さようなら原発1000万人アクション北海道」実行委員会

　(5) 規　模　　１０００名

　(6) 内　容　　集会、デモ行進
４．泊原発１，２号機の再稼働を許さないとりくみを強化します。
　(1)　北海道知事・地元４町村首長・後志町村会会長・北海道電力等に対して、「さようなら原発1000万人アクション北海道」の「呼びかけ人」による「泊原発１,２号機の再稼働の断念を求める」要請行動を展開します。
　　　 同時に、中央の「呼びかけ人」による「要請書（別紙）」を提出します。
　(2)　再稼働問題の山場には、緊急全道集会の開催など抗議行動を展開します。また、各地域（ブロック）内においても同様の行動にとりくみます。

　(3)　再稼働問題を抱える原発立地県を中心に全国的な運動を展開するよう、中央フォーラムに働きかけます。

５．4月26日（木）に札幌市で開催する「4.26チェルノブイリデー市民集会」に積極的に参加します(通達第80号)。

(1) 集会名　26年目の4.26チェルノブイリデー市民集会
(2) テーマ　チェルノブイリ事故から26年、いらない原発！変えようエネルギー政策！

　　　　　　　～子どもたちを守ろう！　チェルノブイリ、福島、北海道～
　(3) 日　時　２０１２年４月２６日（土）１１：００～１２：３０

　(4) 場　所　大通公園西６丁目広場
　(5) 主　催　「チェルノブイリデー市民集会」実行委員会

　(6) 内　容　　集会、デモ行進
６．核燃料サイクルの廃棄をめざしとりくみを強化します。

　(1)　中央フォーラムと連携し、破綻している現在の核燃料サイクルの現実をさらに明らかにし、政府・事業者への交渉・要請などを行い、路線転換を求めます。

(2)　道内すべての自治体において、高レベル放射性廃棄物の最終処分地とさせないため、「核抜き道条例」や「三者協定」の遵守や国の「文献調査」を受け入れないことを求める自治体要請や、国に「文献調査」の申し入れを行わないよう求める議会意見書採択のとりくみの検討をすすめます（別紙）。
(3)　4月7日（土）開催予定の「第27回4.9反核燃の日全国集会（青森市）」に積極的に参加します（通達第78号）。
７．脱原発社会の実現に向け、「北海道の脱原発に向けたロードマップ（仮称）」について学習を深めます。

(1)　「リーフレット」を作成し、学習会等で活用します。

(2)　北海道グリーンファンド等と連携してとりくみます。
８．「さようなら原発1000万人アクション実行委員会」が開催する「さようなら原発全国集会」(2012年7月16日・東京代々木公園)に積極的に参加します。
詳細は別途案内します。
以　　上
脱原発を実現し、自然エネルギー中心の社会を求める全国署名
衆議院議長　　横路孝弘　様
参議院議長　　平田健二　様

内閣総理大臣　野田佳彦　様
請願者
	名　前
	住　所

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


	呼びかけ団体／呼びかけ人
	取り扱い団体

	「さようなら原発」一千万署名　市民の会

呼びかけ人　内橋克人　大江健三郎　落合恵子

鎌田慧　　坂本龍一　　澤地久枝

　　　　　　瀬戸内寂聴　辻井喬　　鶴見俊輔

〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台3-2-11

総評会館1階　原水禁気付
電話03-5289-8224　FAX03-5289-8223
	〒060-0806

札幌市北区北6条西7丁目

　　　　　北海道自治労会館２階

自治労北海道本部
TEL 011-747-3211 FAX 700-2053


＊締切日　　２０１２年５月３１日　　　　　　　
＊送付先　　上記の 取り扱い団体 あてに署名の原本を送ってください。（コピーやFAXは不可です。）
＊署名を送っていただく際には、総署名人数が分かるメモを付けてください。

＊いただいた署名は、政府ならびに国会へ提出する以外の目的では、使用いたしません。
 

２０１２年　３月２１日

道平和運動フォーラム発第８３号

各　単　産　委　員　長　様

各　地域（ブロック）組織代表　様

北海道平和運動フォーラム

代　表　江　本　秀　春

代　表　山　田　　　剛

「脱原発を実現し、自然エネルギー中心の社会を求める全国署名（全国1000万人署名）」のとりくみの延長について

日頃のご健闘に心から敬意を表します。

昨年８月からとりくんできた標記署名は、現在、全国５，１５３，５４７筆（目標１０００万筆）、北海道３４１，７１３筆（目標５０万筆）の集約結果となっています。

中央段階では、５月末までとりくみを延長し「１０００万筆の目標達成」をめざすことから、北海道段階においても「目標５０万筆」に向けとりくみを継続しますので、各単産・地域（ブロック）の特段のご協力をお願いします。
記

１．全道５０万筆の目標達成に向け「脱原発を実現し、自然エネルギー中心の社会を求める全国署名」のとりくみを強力に展開します（集約状況～別紙）。

(1)　各単産は、組合員１人５筆の獲得を目標にとりくみます。

　①　組織内の集約状況を総点検し、組合員１人５筆の獲得を完遂します。

　②　各組織の退職者や関連団体等に働きかけます。

　③　各地域（ブロック）フォーラムが計画する街頭署名活動等に積極的に参加します。

④　単産タテでとりくみ、集約した「署名数」を道平和フォーラムに報告します。

(2)　各地域（ブロック）は、人口の２％以上の獲得を目標にとりくみます。

　①　３～５月の期間内に「週１回の一斉行動日」を設定し、「街頭宣伝」や「戸別訪問」などによる署名活動を展開します。

②　４月１４日（土）と５月１９日（土）を「全道統一行動日」とし、全道１０地域（ブロック）内の複数ヶ所で「街頭宣伝・署名行動」を展開します。

　　後日、場所・日時等を集約します。

　③　各地域内の「市民団体」などの各種団体や各種集会等での協力を働きかけます。

　④　集約した署名用紙は、「枚数・筆数」を明記の上、道平和フォーラムへ提出します。

 (3）　集約期日は、「最終　５月３１日（木）」とします。

　　４月３０日（月）段階で「中間集約（署名数の報告）」を行います。

２．「さようなら原発1000万人アクション北海道」の賛同団体の拡大にとりくみます。

　(1)　各単産の道本部は「賛同団体」となるとともに、「関連組織」や「各種団体」等に賛同を働きかけます。

　(2)　各地域（ブロック）は、地域内の「市民団体」等に「賛同団体」となるよう働きかけます。

　(3)　詳細は、「さようなら原発1000万人アクション北海道」のＨＰを参照するよう呼びかけます。　　http://www.peace-forum.net/blogeuc/goodbye-npp/

　※　北海道平和運動フォーラム第６回幹事会の協議事項「さようなら原発1000万人アクション北海道のとりくみについて」を添付しますので、あわせてとりくみをお願いします。

※　地区連絡会へは、ブロックより周知をお願いします。

以　　上

別紙　３
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